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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、サーベイ実験という手法を用いて、政治への信頼感の測定尺度に関する妥
当性を検証することである。分析の結果、第1に政治への信頼の分布は回答尺度によって変化すること、第2に変数間の
関係も回答尺度によって変化すること、第3に回答尺度の効果は時代や文脈によって変化する可能性があるという、3点
が主に明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The aim of this research is to examine the reliability and validity of political t
rust scale by survey experiment. This research especially focuses on the effect of not question wording bu
t answer scale design: 3-point, 5-point or 10-point scale. The findings of this research are following thr
ee. First, the distribution of political trust is changed by scale rating. Second, the correlations betwee
n political trust and the other variables are also changed by scale rating. Third, however, the effects of
 scale rating depend on context surrounding respondents. In other words, this finding may imply that it is
 difficult to generalize the effect of answer scale design.

研究分野：

科研費の分科・細目：

政治学

キーワード： 政治信頼　尺度の妥当性　サーベイ実験

政治学



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
(1) 本研究の主たる目的は、政治への信頼の
測定尺度の妥当性について、実証的検討を行
うことにある。なぜ、この問題について、す
なわち政治への信頼尺度の妥当性を分析す
る必要があるのか。その背景には、次に述べ
る 2 つの理由がある。 
 
(2) 第 1 に日本の政治学においては、信頼感
を含め、変数の妥当性に関する検討がまった
くといっていいほど行われていない。それゆ
えに、しばしば研究者が自身の趣味嗜好等に
基づく独自の指標を考案・作成し、さらには
実証的な検討を行わない状態で当該尺度を
妥当なものとみなし分析に利用する、という
問題が生じている。日本における政治行動研
究者ないしは計量分析を用いる研究者は、欧
米等に比して少数であり、そのような事情が、
尺度研究の停滞を招く要因であったことは
容易に想像できる。しかし、そのことは、尺
度の妥当性に関する検討を行わなくてもよ
いことを意味しない。たとえウェブであって
も安価に意識調査を実施することは可能で
あり、また、実験的な分析手法を比較的簡便
に用いることができる現代だからこそ、この
問題について改めて検討する必要がある。 
 
(3) 第 2 に、特に本研究が議論の対象として
いる政治的信頼については、他の変数以上に、
妥当性に関する検討を行う必要がある。政治
への信頼は、その概念的重要性が政治学にお
ける「行動論革命」期より認知されており、
それゆえに 1950 年頃から今日に至るまで、
多くの実証研究が蓄積されてきた。しかし大
量の研究が生み出されることは、皮肉にも操
作的定義の混乱という問題を生じさせるこ
ととなった。このような、信頼の操作的定義
の混乱は「現代のデモクラシーを有権者がど
のように認知・評価しているのか」という重
要問題の把握を困難にさせる。政治信頼は、
民主主義が機能しているか否かを示す、重要
なメルクマールであると考えられる。しかし、
そもそも信頼を測るための指標に信頼性や
妥当性がなければ、そこから得られる結果に
は意味がないということになる。 
 
(4) まとめれば、本研究の背景には、日本の
デモクラシーは機能しているのかどうか、し
ていないのならば、その背景にはどのような
事情があるのか、という基本疑問が存在する。
これらの疑問にこたえるには、有権者の信頼
感を妥当な形で把握する必要があり、だから
こそ、政治への信頼指標の妥当性について検
討するのである。 
 
２．研究の目的 
 
(1) 本研究の主たる目的は、政治への信頼指
標の妥当性について、サーベイ実験を通じて

実証的な検討を行うことにある。とりわけ本
研究では、回答尺度の違いや、質問の順番な
ど、これまで政治学上ではほとんど問われて
こなかった諸点に注目し、その効果を明らか
にすることを試みる。 
 
(2) 取り組む課題の第 1 は、信頼の「回答の
仕方」の違いによって、信頼の分布等が変化
するのか、という点である。具体的には、回
答尺度を「3 件尺度」「4 件尺度」「5 件尺度」
「7 件尺度」とした場合に、分布等がどのよ
うに変化するのかを明らかにする。 
 
(3) 課題の第 2 は信頼の「尋ね方」の違いに
よって、信頼の分布等が異なるのか、という
点である。具体的には「信頼を抱いているか
（肯定的な意見への賛同）」という聞き方と
「不信を抱いているか（否定的な意見への賛
同）」を比較し、質問文の「方向性」の違い
が、どのような帰結をもたらすのかを明らか
にする。 
 
(4) 課題の第 3 は「ラベル」の効果である。
回答尺度を 5 件、場合によっては 7 件以上に
した場合、回答者の（認知的）負荷が高くな
るという問題がある。それを軽減する目的で、
回答尺度にラベルをつけることがあるのだ
が、そのラベリング効果はどの程度あるのか。
本研究はこの点も明らかにしたい。 
 
(5) 課題の第 4 は質問の順番による違いで
ある。ある質問への回答は、その前の質問の
影響を強く受けるものと考えられる。なぜな
ら回答者はある対象への評価を、他の対象と
相対化しながら行うためである。本研究では、
この点についても検討を試みる。 
 
(6) 課題の第５は、サーベイ実験の一般化可
能性についてである。ある単一の実験からユ
ニークな知見が導き出されたとしても、その
知見が一般的・普遍的といえるかどうか、別
言すれば外的妥当性を満たすかどうかは、時
間や対象を変えて同じ実験を再度繰り返さ
なければ判断できない。同一の実験を無限に
繰り返すことは不可能だが、本研究では 1 度
だけではなく、2 度調査を行うことで、この
一般性・普遍性の問題についても分析する。 
 
(7) 最後に本研究は、一般有権者を対象とす
る政治意識・行動の分析についても積極的に
行う。信頼の妥当性だけではなく、日本の有
権者の政治意識・行動の現状等を明らかにす
ることもここでは目指すからである。様々な
政治意識・行動研究を行うためのデータセッ
トを構築し、この研究で得られたデータが、
広がりをもつ有用性の高いものであること
を示す。最終的には、データを公開し様々な
研究者に利用してもらうことで社会的貢献
を果たすという目的が、その背景にある。 
 



３．研究の方法 
 
(1) 前項で述べた課題を明らかにする方法
として、本研究では、全国の有権者を対象と
する意識調査を実施する。ただし、一般的に
行われている調査とはいくつかの点で異な
る。言い換えればこの点が、本研究の方法論
的な特徴でもある。 
 
(2) 第 1 に本研究ではサンプル・スプリッ
トという実験的手法を用いて、前項で述べた
課題、具体的には課題 2 から課題 5 までの、
4つの課題にこたえる。 
 
(3) ただし、複数の実験を 1 つの質問票に
盛り込むと、実験設計が必要以上に複雑にな
り、効果の測定が困難となる。加えていえば、
本研究では、実験結果の外的妥当性について
も、検討を行う、つまり 2回意識調査を実施
する。そのため、行う実験を大きく分割する。 
 
(4) 第 1 回目の意識調査では、サンプルを
ＡからＤ郡に無作為に配分し（各 400）、それ
ぞれに異なる質問および回答を用意し、その
違いについて検討する。ただし、上記の通り、
この調査はすべての課題にこたえるもので
はなく、課題１・２・３を明らかにするもの
である。これらのＡからＤまでの各層におけ
る信頼感の分布を明らかにし、かつ、その相
違等について統計的検定を交えながら考察
することで、質問文の相違、回答尺度の相違、
ラベルの有無が、信頼感にどのような違いを
もたらすのかを明らかにする。 
 
(5) 第 2 回目の意識調査では、回答サンプ
ルをＡ・Ｂの 2つに分割し（各 500）、それぞ
れに異なる質問・回答を尋ねる。この調査の
目的は、残る課題１・４・５について検討す
ることである。これらのＡ・Ｂ各層における
信頼感の分布を明らかにし、その相違等につ
いて統計的に検証することで、回答尺度や質
問文の順番の効果が明らかとなる。また、第
1回目調査との比較検討を通じて、（回答尺度
の効果に限定されるが）実験結果の妥当性や
普遍性についても考察可能となる。 
 
(6) 第 2 に、信頼感に限定せず、広く有権
者一般の政治意識・行動を明らかにする研究
であることもここではめざしている。そのた
め、調査時期を国政選挙が行われる（行われ
た）時期に設定する。具体的には、第 1回目
の意識調査は衆議院議員総選挙が行われた
2012 年 12 月末に、また、第 2 回目の意識調
査は参議院議員選挙が行われた 2013 年 7 月
後の 9月に、それぞれ実施する。 
 
(7) ただし調査費用等の問題に鑑み、調査
はいずれも（株）楽天リサーチに委託する形
で実施する。調査の目的・概要については既
に述べたとおりであるが、改めて以下にその

詳細な結果を記す。【第 1回調査】2012 年 12
月 17 日から 21 日にかけて，楽天リサーチに
委託する形で実施した。具体的には楽天リサ
ーチのモニターに登録している 20 歳以上の
男女にアンケート回答依頼のメールを 48544
件配信し、回答のあった 3680 人からランダ
ムに 2000 人を抽出した。有効回収率は 4.12%
である。ＡからＤまでの各層への割り当ては
無作為である。【第 2回調査】2013 年 9月 18
日から 25 日にかけて、楽天リサーチに委託
する形で実施した。具体的には（株）楽天リ
サーチのモニターに登録している 20 歳以上
の男女にアンケート回答依頼のメールを
27464 件配信し、回答のあった 1313 人からラ
ンダムに 1000 人を抽出した。有効回収率は
4.78%である。なお、ここでもＡおよびＢ層
への割り当ては無作為に行っている。 
 
４．研究成果 
 
(1) 質問文や回答の違いの効果については、
現在、研究成果を整理しまとめている最中で
あるため、必然的に記述は断片的なものにな
らざるをえないが、まとめれば、以下の 5点
となる。なお、これらの研究成果は、政治学
に関する学会・研究会等で報告した後に、関
西学院大学法学部紀要『法と政治』に掲載す
るほか、国内の査読付き学会誌にも投稿する
予定である。 
 
(2) 第 1 に回答の違いがもたらす効果につ
いて分析した結果、4件尺度、5件尺度、7件
尺度については、それほど信頼の分布に大き
な違いは見られなかった。その一方で、これ
らと3件尺度の間には大きな相違が存在する
こと、具体的には 3件尺度だと中間的な回答
が微増するのと同時に、「わからない（DK）」
も微増する。その効果は、統計的に有意でも
ある。 
 
(3) ただし、この第 1 の知見はやや留保付
きである。なぜなら、第 2回目の調査におい
て同様の実験を行ったところ、第 1回目の調
査と同様の知見を得ることができなかった
ためである。すなわち第 2に、第 2回目の調
査では、3 件尺度と 7 件尺度の間の違いがほ
とんど見られず、DK 率もそれほど変わらなか
ったのである。回答の効果は一定ではない、
もしくは回答者のおかれている政治的文脈
によって変化している可能性がある。 
 
(4) 第 3 に質問文の違い（肯定・否定の違
い）の効果を分析した結果、その効果はほと
んど見られないことが明らかとなった。肯定
的な文章であっても否定的な文章であって
も、信頼（不信）者の割合はほとんど変化し
ない。質問文の方向性に回答分布が引っ張ら
れるということはないようである。 
 
(5) 第 4 にラベルをつけた場合とつけない



場合とで信頼の回答分布が変化するかどう
かを分析した結果、ほとんど変わらないこと
が明らかとなった。DK 率もほぼ同一である。
ラベルが回答分布のおよぼす効果は、少なく
とも信頼に関する質問文に限定するなら、ほ
とんどない。言い換えるなら、ラベリングに
回答者の認知負荷を軽減する効果はあまり
ない。 
 
(6) 第 5 に質問文の順番であるが、どの質
問を前後に配置するかで、若干ではあるが、
回答分布が異なることが明らかとなった。具
体的には、国の政治と地方の政治それぞれに
ついて信頼感を尋ねる場合、国を先に尋ねる
方が、後に尋ねる場合よりも信頼感が高くな
る傾向が見られる。この傾向は統計的に有意
でもある。その理由としては、地方を先に聞
いた場合、どうしても国の政治を低く評価し
てしまうからだと考えられる。 
 
(7) 最後に、以上のデータを用いた、より
一般的な有権者の政治意識・行動に関する研
究成果について説明する。まず成果の第 1と
してあげられるのは、有権者の政策選好の規
定要因に関する新たな知見の提示である。具
体的には原子力政策への選好を規定する政
治的要因の効果を分析した。その結果、先行
研究で指摘されてきた心理要因等だけでは
なく、有権者をとりまく政治家の競争環境
（「脱原発」を主張する候補者の存在の有無）
が、有権者の政策選好を規定することが実証
的に明らかとなった。 
 
(8) 続いて第 2 の成果としてあげられるの
が、日本維新の会を支持する有権者心理の解
明である。なぜ 2012 年衆院選で維新は新政
党であるにもかかわらず大量の支持（票）を
獲得したのか。この疑問に対して、本研究の
データを用いて解答を提示することもここ
では試みた。分析の結果、有権者の橋下イメ
ージが「広く浅い支持」と「深く狭い支持」
を作り出すことに貢献している点を実証的
に明らかにし、維新支持の基盤の弱さを実証
的に示した。 
 
(9) 以上の事実は、本研究より得られたデ
ータが、信頼研究のみならず、広く一般的な
政治意識・行動の解明にも役立つことを示す。
さらにいえば、筆者以外にも、本研究より得
られたデータを用いて研究報告を行ってい
る例が既に存在する（秦正樹[2014]「投票参
加に関する世代間格差：政治関心の質的側面
に着目して」日本選挙学会、ポスター報告）。
筆者は、上記の(2)から(6)までの知見を整理
し報告した後、本研究より得られた 2つのデ
ータを公開する予定である。その際、本研究
から得られたデータは、広く一般の研究者に
使用される可能性が高いこと、すなわち社会
貢献を果たしうる可能性がきわめて高いと
予想される。 
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